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の方がずっと古いですね、致芳線が。企画調整

課長、ざっと今頭の中で考えて、あと何年ぐら

いこれもちそうですか。私はそろそろなんでな

いかという気がしてしようがないんですけども、

それでもここの足をどうするかという問題が出

てくるんだと思います。続けていくっていう意

味を私はそういうことだと思うんですね。路線

を変えていろんな方法で、例えば今のようなで

なくたって、もう一回り小さいバスにしようか

だとか、考え方あると思うんですね。とりあえ

ずあと１年間もたせようということなのか、試

験運転中そういうことなのかも含めて、どうい

うふうにしていこうとしてるかですね。 

 物を買うというのは結構大変なんですよ、そ

のときに。ああいうバスって結構いい値段もし

ますし、車庫なんかなかなかつくれなくって、

しばらくたってからですから、第二市民駐車場

の隣に蔵京線の車庫を、西根地区民から集めた

金を多分あそこ入れたんだと思いますね、あの

車庫をつくるときに。そうやってあそこにつく

ってもらったわけですが、中に入ってる分には

日もちはするんだろうと思いますけども、今後

どういうふうにやっぱりしていくかっていう一

定度そこだって考えないで、今回の議案にした

んでないと思いますので、考え方についてお聞

かせ願いたいと思います。 

○蒲生光男委員長 遠藤健司企画調整課長。 

○遠藤健司企画調整課長 お答え申し上げます。 

 まずバスの老朽化の問題ですが、一般には10

年の更新ということも言われておりますし、ま

た民間の方では上手にお乗りになって20年もた

せるというようなこともあるようですが、いず

れにしても平成８年から走っておりますので、

既に14年目を迎えるというようなことで、これ

からの故障については修繕費の増嵩が見込まれ

るかなというようには思っております。 

 ただ、おっしゃるとおりバス購入の際は西根

バスについても約800万円の支出がございまし

たので、これを果たして今の致芳・平野路線、

今のままで投入するかというふうだと難しいと

いうふうに思っています。今回の見直しの際っ

ていうか、実証運行の説明を各地区長会に申し

上げていました。そのときには致芳・平野線、

１日18人ほどしか乗っていただけません。この

ような状況では、このバスはなかなか走らせら

れないというようなことを申し上げてきまして、

場合によってはバスによる路線は休ませていた

だくこともあるというようなことを申し上げま

した。 

 今回そのバス、議員おっしゃったように来年

度だけの実証運行でなく、以降の交通体系をど

ういうふうに考えていくかというのは路線ある

いは運行手段、車両等々を総合的にこの１年で

考えていかなければならないというふうに考え

ているところであります。 

○蒲生光男委員長 ここで暫時休憩いたします。

再開は３時25分といたします。 

 

 

   午後 ３時０４分 休憩 

   午後 ３時２５分 再開 

 

 

○蒲生光男委員長 休憩前に復し、会議を再開い

たします。 

 

 

 大沼 久委員の総括質疑 

 

 

○蒲生光男委員長 順位３番、議席番号11番、大

沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 私は、たまたま一般質

問などをして調子ついたことと、国会の予算委

員会などを見ているとテレビアングルまでも気

にしながら活躍している先生方を見たり、興奮
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の度合いが高まったために総括質疑の通告を出

してしまいまして、今それに罰が当たったよう

な感じしてまして、それ以来、花粉症に悩みま

してほとんど夜も眠れない状態でありますので、

何を言うかつじつま合わないところあるかと思

いますが、ご容赦願いたいと思います。 

 先ほどの一般質問でもご質問したわけであり

ますけども、今回もそれに重複することが多く

あって市長におかれましてはご迷惑なことだと

思いますが、そこを我慢してひとつ答えていた

だきたい。そして私が冒頭で定数削減、嫌だな

んていうことを言ったもんですから、これを何

とか実証しなきゃならないと思って鹿児島の阿

久根市長や名古屋の河村市長あたりの言動を見

ると、どうしても市長の横暴は許せないという

ようなことを心から考えるようになりました。

しかし、内谷市長におかれましては、そんなこ

とは一切ないとは思いますけれども、それを危

惧しながらひとつ質問させていただきます。 

 そして、３万人都市を目指すというようなこ

とで言われているわけでございますが、どうも

自殺者が３万人いるということにひっかかりま

して、私は同じような思いをしているわけでご

ざいますが、特に自殺における原因は死ぬほど

苦しく思って自殺をなされた人に原因などを聞

くのはもってのほかだというような世の中の意

見が多くあることも聞いてます。あとお金があ

ったら死なないよなというのが、ほとんど自殺

に遭われた周りの人が後で言うことだそうでご

ざいます。鳩山首相から幾らかもらえば死なな

くてもいい人がどれだけいるか、本当に考えさ

せられることでございます。 

 さて、３万人を切った要因につきましては、

そんな意味からも、先日は自然減が異常に多く

あって少子高齢化の顕著なあらわれだというよ

うなことをお聞きしたわけでありますけども、

この中にはやはり先ほどの自殺にあるとおり、

いろんな重荷を背負ったために一家が離散して、

いきなり10人が減ってしまったとか、こういう

ことがあろうかと思います。その一つに連帯保

証人債務における悲惨な結末であります。まず

一つは、連帯保証人を引き受けた、もしくは嫌

だけどもやったという人はこの債務が終わるま

でずっと継続するということであります。そし

て、この民法は明治以来、変わらずある民法だ

そうであります。 

 したがって、行政は単年度収支均衡予算制を

引いておりますから、１年１年帳じりはうまく

合わせます。したがって、赤字などということ

がありませんので、これを埋めるべく必死な努

力をしたなどというのは、いまだかつて聞いた

ことがございません。そんなわけで市長が保証

人になって何かするなんていうことも、これは

一切あり得ないことでありますし、継続してそ

の保証人が債務を負っていくというような感覚

を持たれるなどということは考えられないと思

いますが、 近こういうことがあったわけです。 

 住宅ローンでありますけども、これにはバブ

ルのときにうんと進めたことに、ゆとり返済型

というのがあるそうです。これは前５年を利息

だけ払っていく、以降、元金プラス利息で25年

返済を終わすというようなことだそうでありま

す。それからまた30年ローンというのが出てか

らは親子リレーローンなるものがあって、親子

で連帯保証になるという債務形態が出ておりま

す。すべてにおきましても順調に返せばいいと

思うんですが、私は、これはどうしても返せな

くなる事情が多くあって、そういうときに悩ん

だときにどこへも相談のできる場所がないとい

うようなことを聞いたわけであります。それで、

しようがなくて消費者金融に走ると、しかし、

この消費者金融も必ず今は保証人とるそうであ

ります。それから、ある週刊誌には、今債務で

困っている人、相談に応じますよ、過払い賃を

返還要求できますよという、それに相談乗りま

すという広告があります。それ裏ひっくり返す
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と300万円まで無利子で貸しますよと、こうい

うのがあるんですね。 

 こういう世の中の中にあってこの世紀の悪法

と言われる連帯債務保証人制度について、市長

はいかが考えるか、お聞かせ願いたいと思いま

す。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 連帯保証人という制度は日本だ

けではないんでしょうだけれども、結局、日本

のようにずっと引き続き、例えば家族にも全部

累が及ぶような、そういった慣習などがあって、

自分に債務が降りかかったときに妻とか子供に

累を及ぼさないように離婚するような、そうい

ったことなども聞いております。実際はそこま

ではないはずなんですけれど、日本古来のそう

いった慣習とか、あと精神的な罪悪感といいま

すか、結局、人間はだれでも失敗することもあ

るわけですけども、そして友人とか親戚から頼

まれて保証してあげたということで、そういっ

たことがずっとかかわった人たちすべての人生

を狂わすという制度については考えなければな

らないと、再考しなければならないと思います。 

 特に日本あるいはアメリカ、イギリスのよう

な、いわゆる市場原理主義、新自由主義の原則

で経済運営を行っている国にはそういったとこ

ろをもうちょっときちんとすべきだし、そうい

う中でも日本が特に再チャレンジするような制

度がないということは非常に問題で、これらに

ついては国にぜひ法の改正を含めて何らかの措

置をお願いしたいというふうに思います。 

○蒲生光男委員長 大沼委員に申し上げますけど

も、今の問題は３万人を切った要因の一部に連

帯債務という問題があるというような理解の仕

方でよろしいですか。 

○１１番 大沼 久委員 はい。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 回りくどくて大変失礼

をいたしました。 

 一家散り散りになって、ここを去らなきゃい

けないという方が、例えば会社の倒産であった

り、そういうことで 近、非常に多く聞くもん

ですから、私の周りだけでも既に友人２人がこ

こにはおらなくなって家族も全部他へ流出して

いるというのが実際あったもんですから、こう

いう原因を具体的に深めていかないと、なかな

かこれからふやそうとしても、またぞろそうい

うこともかかわるんではないかと思ったゆえに

今回お聞きをしたところであります。 

 行政がなぜこのことについて余り深くならな

いかという原因に私は単年度収支均衡予算制に

あると、つまり、つじつま合わせは常にできる

から実際、赤字の苦しみがわからないと、それ

から、なぜ赤字になるかという分析も徹底して

やられない、こういうことを考えるのであって、

もっともこの均衡予算制は大変正しい制度だそ

うであります。しかし、オイルショック以来、

国では赤字国債を発行したりして、やはり利息

のかかる金を扱うようになってからは少し考え

方を変えないと、利息が利息を生んでだんだん

それが重荷になるということがあろうというふ

うに私思いますので、この利払いも例えば建設

国債40年というのはあるやに聞いておりますけ

ども、その耐用年数をいいますと国の基準では

大体37年だそうであります。それから赤字国債

は60年という長い期間のものがあります。 

 このように期間をずらすことによって行政が

生きていくということは、まさに本当に失敗し

た人を救える体制がなかなかできてこないんで

はないかというふうに思いまして、この連鎖が

起こらないような、その本人の失敗はこれはし

ようがないと思いますけれども、子供とか孫ま

でも及ばないようなリスク回避のできることを

行政として考えられるかどうか、お伺いしたい

と思います。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 
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 今、私ども地方自治体の方の会計方法ってい

いますか、単年度収支の決算については、地方

自治法あるいは地方財政法に基づいて行ってい

るということで、それが民間の事業者のさまざ

まな、例えば債務とか保証人へ事業が失敗した

ときに累が及んで、それが私ども地方自治体で

支援できないこととの関連というのは、なかな

か難しいというふうに思います。やはり民間事

業については、法律というより民法上のさまざ

まな法的な問題はそちら民法上でございまして、

私ども行政法あるいは先ほど申し上げた地方自

治法上からは、なかなか我々地方自治体の会計

年度というか、会計処理の方法によって民間を

救える救えないということはまたちょっと違う

問題なのかなと思いますので、やはり大沼委員

がおっしゃることはよくわかりますが、国に根

本的なそういった法律の改正を望む以外はない

というふうに思いますので、機会があったとき

にぜひ申し上げたいというふうに思いますし、

また私ども全国市長会の中でそういった再チャ

レンジの要望等についても21年度も要望書の中

に触れてありますので、そんなことでご理解を

いただきたいというふうに思います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 その現実的な対応とし

てなんですが、市民相談室に生活消費センター

という看板も掲げてあります。したがって、今

までよりは、市民相談室よりは内容を深めて対

応できるものだと私は思いますので、このでき

る範囲でひとつ、ここを去らなきゃいけない、

それから死を選ばなきゃいけない、そんな人た

ちが救える手だてをやはりこれからも考えてい

ただければ幸いだと思いますが、いかがですか。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 一般質問でも委員からいろいろご質問いただ

きましたけれども、21年、今年度の４月からリ

ニューアルいたしました市民相談センターでは

無料弁護士相談と無料司法書士相談など、これ

は従来から実施してる特別相談に加えまして消

費生活相談員を配置いたしまして、あらゆるよ

ろず相談みたいな形で相談業務の充実を図って

おりますけれども、まず市民への周知がちょっ

と不足していたかなという反省がございますの

で、再度ＰＲに努めていきたいというふうに思

います。できるだけ親身になって、なかなか相

談には来にくいということもあるかと思います

が、そういったところは電話で、場合によって

は本当に特殊なケースとしてはおいでいただく

ということから、あるいは出向いて相談を受け

るというようなことも特殊なケースとしては考

えられるんではないかなというふうに思います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 何とぞ敷居の高くない

ような、そして金のことの相談というのはなか

なか人に言えないものでありますから、その辺

の心情をよく察していただいて、特に市役所の

皆さんは市民のリーダーたる、そして実践家で

もあられるわけでありますから、幅広く情報を

求められるようにお願いしたいと思います。 

 次に、雇用と人口流出についてでございます

が、私は、今まで農家のあり方として一時、複

合経営を叫ばれたことがありまして、それで単

品だけでの勝負じゃだめだというふうなこと、

それから換金力の強いものにしなきゃならない

というようなことから養蚕及び特殊園芸作物

等々の導入に入った、このように思います。特

に葉たばこやホップは換金力の高い、家族労働

で十分に耐え得る生産物として脚光を浴びてた

わけでありまして、ホップ栽培などにおきます

とビール加工時における麦芽粉などが出まして、

これをもとにして乳牛の育成をやったり、そう

いう連関的にやったことが非常にあると思いま

す。それから蚕をやっている人たちは、ちょう

どアヤメの節に中休みで、蚕の前金で大体小遣

いもらってあやめ公園に行ったというようなこ
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とで、非常にあやめ公園のにぎわいはそういう

ふうなことからもあった、蛇足で申しわけござ

いませんが、そんなこともあろうかと思います。 

 それで、だんだん経営が金銭的に経済的にお

金が必要になりまして、出稼ぎということが出

てきたわけです。そして出稼ぎにみんなで行っ

てるから、何とか今度その会社、地元に来ても

らって、ひとつ地元就労ができればなというよ

うなことから誘致企業やなんかが始まった、こ

ういう経緯を十分に大事にしながら分析しなが

らいくと、会社の都合によって海外シフトをさ

れたり、業務縮小など起こったときに一番先に

やられるのは、やっぱりこちらに来られた企業

であるわけであり、本社はさっぱり傷まないわ

けであります。ここはすべて傷むわけです。そ

んなことがずっと、特に誘致企業で来られたと

ころは本社機能は非常に小さく、分工場といわ

れる地元の企業がウン十倍になったとか、それ

から本社から人まではこないんですね、大概の

誘致企業は。 

 そんなことを思ったときに、やはり地元での

企業の育成には地元の力が必要でないかという

ふうに私が思いますけれども、このことについ

て、それからもう一つ、農業の人が建設業に勤

められてるっていうのが非常に多くあると思い

ます。それも大概、公共事業が建設業の主であ

った。ところが時代が変わって、それも危うく

なってきた。特に建設業の倒産があると、孫請

までこれもやはりいろんな連鎖を起こすという

ようなことから、やはりこれから雇用の拡大と、

そしてそれにかかわる地域の経済と人口動態の

問題というのは、大切なリンクがしてるんでな

いかというふうに思いますので、この点につい

て、市長のお考えをお聞きいたしたいと思いま

す。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 後に大沼委員からありましたように、昭和

40年代、50年代の高度経済成長の平成の初めぐ

らい、バブル時期までは、特に専業農家の方が

農業に見切りをつけて建設業に、また製造業に

ということで勤めながら兼業農家をやっていた

時期だというふうに思います。米も土日を中心

にやって、まだ米が高かったですから、それな

りにきちんとした生活を、安定した生活を送れ

たと。しかし、それが特に平成の２けた代にな

ってからは建設業が、委員からありましたよう

に公共事業が発注が少なくなったということで、

もう既に昭和の終わりごろから比べれば半分ぐ

らいまで減ったんじゃないでしょうか。あとは

製造業も、長井はものづくりのまちだというふ

うに言われておりますが、平成２年に第２次産

業の就業者のピークということで8,003人いら

っしゃったと、それが平成20年の11月ですから

ちょうどリーマンショックのあたりですけども、

実数として4,700名になっていると、ですから

3,000名減ってるんですね。ですから今度、製

造業の方もなかなか雇用がなくなってしまった

と。なおかつこれ4,700名ってなってるんです

が、これにはきっと非正規労働者、いわゆる派

遣労働者が含まれてないというふうに思ってお

りますけども、結局、農業は米の価格が下落し

て、もう農業が兼業農家ですので、全く貸すし

かなくなってしまったと。自分でつくっても合

わない、それから建設業のついてた仕事がなく

なったと、また製造業についてた方がリストラ

された、そんなことであとは非正規労働者とか

アルバイト、もしくはこの長井を出て外に出ざ

るを得ないと、大都市に行くしかないと、そう

いうケースが出てきたんじゃないかと。これは

大沼委員のお考えと私も一緒で、まことに深刻

な状況だというふうに思っております。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 そこでなんですが、私

は今までの行政のあり方の中で非常に欠けてる

なと思うのは、地元で経済界をリードしておら
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れる商工会議所の皆さん方とのやはり具体的な

詰め合わせというのが結構欠けていたんじゃな

いかなというようなことを思いますけども、こ

の辺はどうですか。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 商工会議所との連携はもっとも

っと密にしなきゃならない、また農家の方も農

協との連携というのももちろんあるわけですが、

さまざまな課題があるんではないかと思います。

例えば農協の場合でしたら、ついこの間も経営

役員の会長を始め専務理事も長井に今いらっし

ゃいますんで、ずっと市町村回っていらっしゃ

るんだそうですけども、いろいろ懇談させてい

ただきましたが、もう前のような単協とは違い

まして３市５町でのＪＡと、それは一つ一つ市

町村ごとにあるいは地域によって形態が違う。

また県の方も農業の特に技術部門の改良普及セ

ンターが縮小されてしまったと。農協も営農の

職員が極端に少ないという状況の中で行政が連

携を深めようとしても今度農協がなかなかこた

えられない、そういう状況にあります。 

 同じように商工会議所も行政の方でも連携し

たいんですが、なかなか商工会議所も手が回ら

ない。また特に製造業は中小企業で基盤技術を

持ってる企業があるんですが、いかんせん営業

力がないと、そこをやっぱりうまくつないでい

ただくのが商工会議所であったり、あるいは農

家とつないでもらう農協だったわけですけども、

その辺についてはやはり我々行政も意識を発想

を変えていかなきゃいけないんじゃないかなと、

それが例えばの話として市民直売所のような行

政も経済再生戦略会議みたいな形で非常に民間

から見たら何だと言われるかもしれませんけど

も、そういうチャレンジをしていかなきゃいけ

なんじゃないかと、その際には委員ご指摘のと

おり連携をもっともっと深めなきゃいけないと

思います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 もう少しやはり現実に

経済を担う、そういう職務のある人にやはりご

協力を願うなり相談をするなりという幅広い会

議がやはり必要ではないかというふうに思いま

すし、農協にも猛省を促したいのは往復に手数

料を取る制度はやめてくれと、つまり出荷して

も手数料を取ります。金も経済連を通って農協

から個人のところに必ず来ます。必ず経済連通

らないと、あれ口座に入らないですよ。だから

農協も手数料を取るということについてはまだ

まだ方法を考えて、生産者にどのようにバック

できるかを必死に考えてもらいたいと。そして

年得だなんて言って肥やしを早く売って、早く

お金を取っていくんです。こういうこともやっ

ぱり制度としてもう少し考えてもらいたい。そ

れに行政も相まって相談をしながら、やはり生

産力が高まったり、工業技術力が高まったりす

るのは、そういうお互いの支え合いこそが大事

だと私は思いますので、この点についてもひと

つお願いします。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 ぜひそういった経済団体あるい

は企業との連携をより密に図っていきたいとい

うふうに思います。22年度からは商工観光課の

中に企業振興室、まだまだ不十分ですけども、

より強化、連携を深めていきたいと思いますし、

農林課の方についても職員を一人でもふやせる

ような、そんな形でできる限りの努力を行いた

いと思います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 そのように、どうか幅

広く会議を起こして経済再生戦略会議が実のあ

るものになることを期待しているものでありま

す。 

 次に、経済再生がなったという判断はについ

てでございますが、市長が打ち出されておりま

す経済再生から地域再生、井戸を掘り、種をま

くと、そして人材育成だけが 大のこれからの
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起爆剤になると、こんなことで理解しているわ

けでありますけども、経済再生に手を緩めては

私はならないと思うんです。あくまでもこれは

永遠のテーマだというふうに思ってます。それ

に肉づけをしながらいろんな手当てをしていく

のがやはり、すぐこれからこれへ置きかえると

いうようなことではないのではないか、また井

戸を掘り、種をまくとありますが、井戸水を掘

るには水脈がないとわからないわけです。この

水脈っていうのは一体どういうふうに確保する

かというのは、えらい問題だと思う。この辺に

しっかりしたコンセプトを持たないと、私はこ

の地域再生になったという判断については非常

に疑問を持つわけでありますが、いかがですか。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 施政方針での経済再生から地域

再生へ井戸を掘り、種をまくという表現につい

ては、言葉足らずで少なからず誤解を招くよう

な表現だったなということで反省しております。 

 地域再生がなったというふうには全く思って

おりません、これからスタートするわけですか

ら。ただ地域再生とさらに広げる、地域再生も

包含した地域を再生するということを、まずそ

ういった視野、視点に市政を持っていきたいと

いうのが、ですから今までは財政を再建しなき

ゃいけないと、これ財政再建はまだまだ、もち

ろんこれから健全化から少しステップアップし

た段階でありますんで、まだまだでございます。 

 また、経済再生についてはやっと会議が終わ

っただけで、今度具体的に22年度からしようと

いうことで、経済再生がなったということはと

んでもない話でありますので、大沼委員がおっ

しゃいますように、長井はこれからどういうこ

とで市民が食っていくのか、生活していくのか

と、そういう部分をやっと途についたばっかり

だと思います。そして、それをもう少し幅広く

長井市全体の地域再生ということで置きかえて

考えているところでございますので、表現が悪

かったということで非常に反省しております。

申しわけございません。 

 また井戸を掘り、種をまくということですが、

委員おっしゃるように井戸を掘っても空の井戸

ばっかりではしようがないわけですが、しかし、

初から水脈がある井戸っていうのは行政じゃ

なくて民間がやるべきことなんではないかと。

しかし、残念ながら今の長井ではなかなか民間

もチャレンジ、さっきからチャレンジ、チャレ

ンジって言っておりますが、できる状況ではな

いと。ですから井戸を何本か掘って水脈一つで

もいいから当てたいと、それが種をまくという

ことでありまして、もちろん失敗することもあ

るかと思います。行政は失敗が許されないと言

われておりますが、しかし、それは大きな投資

については慎重にしなきゃいけないと思います

が、こういったソフトの事業については、ある

程度リスクも承知の上で、しかし市政運営に支

障のない、そういった形でリスクをとっていく、

そんな種のまき方をしてまいりたいというふう

に思います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 先ほども言いましたん

ですが、やはり井戸を掘る民間人が少ないとい

うことはリスクをとる人がいないということだ

と思うんです。だから、失敗したときに応援し

てあげられるシステムもここで温かく考えてあ

げないと、次の手っていうのはなかなか大変だ

なというふうな私は認識をしてるものですから、

どうかこの辺をダイナミックに、内谷市長なら

できると思いますから、ひとつ頑張ってやって

ほしいと思います。 

 特に先ほど出稼ぎの話をやったんですが、す

べて冬季積雪期間のいろんなあり方の問題がこ

こに集中してるように思うんです。つまり、雪

も経済を活性化するもとだと思ったならば、こ

の雪のあることをいいようにとりながら、一つ

ずつ克雪対策というものも考えていく必要があ
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ると思いますので、ご検討を願いたいと思いま

す。 

 次に、子育て支援についてでありますが、こ

れは今回グループホームの火災によって多くの

方が亡くなられたわけでございますが、 近、

児童の親の虐待による死亡事件も出ているわけ

であります。特に５歳の児童が十分に食事も与

えられず１歳ちょっとの子供のような様態であ

ったと、そんなことで亡くなられている、これ

をやったのが実の親で、別れた亭主と似ていた

からだと、こんなことで児童の命が亡くなって

は非常に悲惨だと私は思います。そんなことか

ら、こういう中で家庭のぬくもりのある環境で

被虐待児を育てていける方法として従前から里

親制度というのがありまして、家庭の中でもそ

ういう子供たちを育てると。これ一時避難する

子供は「シェルター」っていうところに預けら

れるんですね。シェルターっていうのは、聞い

たらイラク戦争でフセインがババンとやってる

ときに隠れるのがシェルターだったんですね。

そんなこと、余計なことを思ったんですが、や

はりこんなところで隔離と同じなんですね。こ

ういうことで、ただこの施設も今満タンだそう

です。 

 そんなことから私も５年前から里親を受けて

おりまして、現在４歳５カ月の子供を預かって

るんですが、全然集団生活になじめませんでし

た。児童センターにやってたんですが、みんな

が輪になって踊ったり歌ったりしてるときに一

人だけ端の方でいたずらばっかりしててこしと

め悪い思いしましたんですが、それも粘り強く

今やってましたら、ようやくなじめるようにな

ったかなというようなことで思ってますけども、

そんな形でこういう被虐待児を何とかして救っ

てあげる方法はもっともっとほかにないだろう

と思ったところ、この里親制度を受けてて里親

の方もくたびれまして、なかなか今受けられる

方っていうのも減っているそうでございます。 

 それで、これ県からの直接の対応になるもん

ですから、各市町村とも今子育て支援センター

なりいろいろ充実を図ってるわけでありますけ

ども、それが各市町村それぞれが競い合ってや

ってるような感じになってます。せめて虐待さ

れる子供ぐらいは県内で何とか救ってあげたら

どうかと常々私は思っておるところでありまし

て、どうか長井市から県の方に働きかけて、何

とかお互い協力し合って、こういう子供たちを

救える方法はもっとないだろうかというような

ことを提案していただきたいと思ってるんです

が、いかがですか。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 大沼委員におかれましては、養

育里親として登録いただいて活動なされている

ことに対しまして、まず敬意と感謝を申し上げ

たいというふうに思います。 

 里親制度については委員がよくご存じだと思

いますが、特に近年、子供の虐待をする実の親

が多い、あるいはいろんな事情があって家庭が

ない、失ってしまった子供っていうのが相当数

いるということで、2008年３月ですから２年前

でございますけども、全国で家庭を失った子供

の９割の３万3,206名が乳児院や児童養護施設

で生活していると、そして里親のもとで生活し

ているお子さんは3,633名、１割程度にすぎな

いということだそうでございます。国連におけ

る子どもの権利条約第20条に規定されておりま

す、家庭を失った子供の家庭で育つ権利に逆行

する日本の施設中心の現状というのは、国連の

子どもの権利委員会でも改善勧告が出されてい

るということで、委員がご指摘のように里親制

度の充実が求められてるというふうに思います。 

 一方、県内の状況でございますけども、里親

の登録世帯がやはり２年前でございますが、

109世帯ということでございます。長井市とい

たしましては、里親として登録いただいてる方

はまだごく少数でございまして、制度の周知と
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市民への協力依頼を県と連携し、進めていく方

法もあるなというふうに思っております。ただ

制度上、やはり里親、里子だということを周り

から知られること自体が残念ながら今、余り好

ましくない日本の状況でございますので、そう

いった意識も変えながら個人のそういった情報

を守って里親として受けられる、そういったあ

り方を考えながら前向きに、これも委員ご指摘

のように県と連携をとっていきたいと、そのよ

うに思います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 そのようにしていただ

きたいと思うんですが、ここで大事なことは子

育てのプロはその辺にみんないるんですね。特

にじっちゃん、ばっちゃんというのはこれプロ

なんですね。したがって、体の達者な方でもう

ちょっと子供たちと一緒に遊んでみたいなどと

いうグループを何とか長井で立ち上げながら、

私は少しでも救っていきたいというふうに常に

思っていますので、そういうときに、これは県

だから、こういう法律の枠組みがあるからなど

とばかり言わないで、ひとつそういう支障があ

るからこそ行政で何とかそこをしてあげるんだ

という気概を持っていただいて、多く働きかけ

ていただきたいんと思うんですが、もう一度い

かがですか。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 やはり行政だけではできません

し、あと委員ご案内のとおり、今の例えば福祉

事務所あるいは健康課とか教育委員会とか、少

ない人数で精いっぱい努力しておりまして、そ

れを特に市民に働きかけるというのが一番手間

がかかる、そして成果が見えない、その部分ま

ではですね。家庭の中では時間もかかりますし、

結果が見えない状況でございます。したがいま

して長井市と県、もちろんそうなんですが、社

会福祉協議会あるいはそれぞれの地域の、例え

ば伊佐沢でしたら地区公民館あるいは地区長会、

民生児童委員会、そういった皆様と連携をしな

がらやっていくというふうに考えていきたいと

思います。行政でなかなか単独で地元に入る、

あるいはそういう人たちを組織化するというの

は、かなり難しいというふうに思いますので、

やっぱり協働で行っていきたいというふうに思

います。 

○蒲生光男委員長 11番、大沼 久委員。 

○１１番 大沼 久委員 各種の子育て支援なん

ですが、やはりここに経験のあるじっちゃん、

ばっちゃんをうまく使っていくという方法、い

ろいろと考慮しないと、どうもうちあたりもそ

うなんですが、あんまり孫のことに手使うと怒

られるし、「構わないで」と言われるのが関の

山なんですが、私はそんなこと全く気にしない

で自分の子供のように構ってるわけであります

けども、嫁などは私と口もきかないときありま

すけども、そんなことで非常に悩んでることも

多いわけなんですが、どうか元気のいいじっち

ゃん、ばっちゃんいっぱいいますから、そうい

う人たちを利活用できるような行政になってほ

しいというふうに私は思いますので、そのこと

をお願いしながら私の質問を終わります。 

 

 

   散     会 

 

 

○蒲生光男委員長 本日はこれをもって散会いた

します。再開は17日午前10時といたします。 

 ご協力ありがとうございました。 

 

    午後 ４時１２分 散会 

 

 


